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2024 年 5 月 13 日 

各 位 

会 社 名 株式会社サイトリ細胞研究所 

代表者名 代表取締役社長   星野 喜宏 

（コード：3750 東証スタンダード） 

問合せ先 取締役経営企画部長 藤村 剛 

（TEL．03－6860－5701） 

 

VAULT INVESTMENTS LLC との包括的業務提携に関する基本合意書締結のお知らせ 
 

当社は、本日、VAULT INVESTMENTS LLC（アラブ首長国連邦 ドバイ首長国、会長兼最高経営責

任者 Sultan Ali Rashed Lootah）（以下「VAULT社」といいます。）との間で、中東地域及び北ア

フリカ地域での再生医療・細胞治療事業の展開における包括的業務提携に関する合意書（以下「本

提携」といいます。）を締結しましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．業務提携の理由 

当社サイトリグループは、メディカル事業において、子会社のサイトリ・セラピューティクス

株式会社（以下「サイトリ・セラピューティクス」といいます。）を中心に、細胞治療サービスの

提供、自己ヒト皮下脂肪組織から採取した非培養脂肪組織由来再生（幹）細胞（Adipose Derived 

Regenerative Cells；ADRCs）を用いた細胞治療の研究、医療機器の製造・輸出入・販売事業を展

開しております。2022年 2月には、サイトリ・セラピューティクスが開発した高度管理医療機器

であるセルーション セルセラピーキット SUI が、男性腹圧性尿失禁治療のための医療機器とし

て国内製造販売承認を取得しました。当社サイトリグループは、メディカル事業のさらなる拡大

を目指しています。 

VAULT社は、ドバイをはじめ中東・アラビア地域、アジア、ヨーロッパなど国境を越えて広域に

活動し、テクノロジー、小売、商業、不動産、貿易など幅広いセクターに対する投資事業を展開

しております。また、VAULT社の会長兼最高経営責任者である Sultan Ali Rashed Lootah氏は、

VAULT 社のほかにも 2 つの投資ファンドを運営し、過去には、アラブ世界の失業問題に取り組む

政府系財団において CEO 職を務めるなど、ドバイを中心とした中東全域の発展に尽力されており

ます。また、Sultan氏は医学博士でもあり、早くから中東地域における医療の発展にも尽力され、

現在も有望な医療技術への投資など、積極的な活動を推進されています。 

今般、当社サイトリグループが有する技術を含む再生医療・細胞治療技術において中東地域及

び北アフリカ地域にて事業展開すべく、包括的な提携をすることとなりました。 

 

２．業務提携の主な内容 

本提携に関する詳細は、現在 VAULT 社と協議・検討を進めておりますが、本提携の主な内容は

以下のとおりです。 

⚫ 中東地域及び北アフリカ地域における販売ネットワークの構築 

⚫ 中東地域及び北アフリカ地域における再生医療クリニックの共同展開 

⚫ 細胞治療技術の研究開発 

⚫ ドバイ証券取引市場での当社株式の上場を含む資金の調達 など 

当社サイトリグループと VAULT 社は、再生医療・細胞治療技術の更なる発展、サービスの普及

に向けて協力体制を構築いたします。 
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３．業務提携の相手先の概要 

（１）名称 VAULT INVESTMENTS LLC 

（２）所在地 
Office218, Lootah Building, P.O:233344 Sheikh Zayed 

Road, Dubai 

（３）代表者の役職・氏名 会長兼最高経営責任者 Sultan Ali Rashed Lootah 

（４）事業内容 投資事業 

（５）会社形態 Limited Liability Company 

（６）設立年月日 2012年 9月 5日 

（７）設立年月日 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません 

※VAULT社の経営成績及び財政状態等については、守秘義務契約により記載しておりません。 

 

４．日程 

（１）基本合意書締結日 2024年 5月 13日 

（２）事業開始日 2024年 5月 13日 

 

５．今後の見通し 

本提携により、当社グループの業績の中長期的な拡大、企業価値の向上に資するものと考えて

おります。現在、計画の策定、外部人材の招聘及びチームの結成、スケジュールの設定等を VAULT

社とともに進めております。現時点で今後の業績への影響は未定ですが、開示すべき事項が発生

した場合には速やかに公表いたします。 
 

以 上 


